
施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

農業の振興に関する市民の満足度 ％
19.9

15.0 　Ｓ（100％）
（H29年）

水産業（金魚養殖）の振興に関する市民の満足度 ％
16.4

15.0 　Ｓ（100％）
（H29年）

（H  年）

ha
650

430 　Ｓ（100％）
（H29年）

生産調整実施面積 ha
495

610 　Ａ（75～99％）
（H29年）

担い手への農地の利用集積数

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　１　農水産業の振興

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

国・県との連携のもと、広域農道の整備、パ
イプライン等の用排水施設や排水機場の
整備・改修により農業生産基盤の充実が進
められました。
多面的機能支払交付金制度を活用し、地
域共同による農地や農業用水路等の資源
の保全管理と農村環境の保全向上が図ら
れました。
農地中間管理事業を活用し、担い手への
農地集積を進めることができました。

都市近郊型農業の振興と農業の持つ多面
的な機能の保全・活用に向け、国・県・団体
との連携のもと、担い手の育成をはじめと
する多様な取り組みを一体的に推進すると
ともに、金魚養殖などの内水面養殖漁業の
振興に努めます。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月15日

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

特定農業用管水路特別対策事業地区数

単位
（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

評価
（達成度）

2

（H29年）
3 　Ｂ（50～74％）地区

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

× 2 4 4 3 4

○ 2 4 4 3 4

× 9 4 4 2 4

× 9 4 4 3 4

× 9 4 4 2 4

× 9 4 4 3 4

× 9 4 4 2 4

× 9 4 4 2 4

× 9 4 4 2 4

○ 9 4 4 3 4

× 2 4 4 3 4

× 2 4 4 3 4

５　今後の施策展開の方針

農産物の生産性の向上、
高品質化の促進

園芸関係団体活
動助成事業

園芸関係団体活
動助成事業 1,700 0.200 拡大・充実

―
農村環境改善セン
ター管理運営事業

農村環境改善セン
ター管理運営事業 6,398 0.827 方法改善

環境保全型農業直接
支払営農活動事業 3,030 0.100 拡大・充実

23,059 0.450

0.636

多様な担い手の
育成・確保

農業関係団体活
動助成事業

農業関係団体活
動助成事業

↑
（拡大・充

実）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

国・県との連携のもと、パイプラインを始めとする用排水施設や排水機場のさ
らなる整備・改修により農業生産基盤の充実を進めていく必要があります。
多面的機能支払交付金制度を活用し、地域活動組織が実施する水路や農道
等の保全管理活動に対し、支援を行っていく必要があります。
担い手への農地集積を更に進めていきます。
金魚については、金魚を活用したイベントを開催し、一層のＰＲと需要の拡大
を図っていきます。

方法改善

投入資源の方向性

拡大・充実

拡大・充実

多様な担い手の
育成・確保

多面的機能支払
交付金事業

農産物の生産性の向上、
高品質化の促進

有害鳥獣駆除事
業

有害鳥獣駆除事
業 3,400 0.260 拡大・充実

環境保全型事業
の促進

環境保全型農業直接
支払営農活動事業

多面的機能支払
交付金事業 106,182

拡大・充実

人工

0.0801,064
応急ポンプ保守
点検事業

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

評価結果

今後の
方向性

農業生産基盤の
充実

成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など

農業振興事務事
業

人・農地プラン、農地
中間管理事務事業

応急ポンプ保守
点検事業 現状維持

現状維持

全体
事業費
（千円）

拡大・充実

拡大・充実

―
農村多目的センタ‐
管理運営事業

農村多目的センタ‐
管理運営事業 5,942 0.827

内水面養殖漁業
の振興

金魚関係団体活
動助成事業

金魚関係団体活
動助成事業 4,031 0.200

農産物の生産性の向上、
高品質化の促進

農業制度資金関
係事業

農業制度資金関
係事業 554 0.010

農産物の生産性の向上、
高品質化の促進

水田農業構造改
革事業

水田農業構造改
革事業 53,133 0.410

3,070 0.260

農業生産基盤の
充実



施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

日用品・食料品など買物の便利さに関する市民の満
足度

単位

（H  年）

50.0

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　２　商業の振興

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

商工会へ支援を行うことにより中小企業や
小規模事業者の経営改善等を行うことがで
きた。
信用保証料の補助金を交付することにより
資金調達時の負担を軽減することができ
た。
商店街の環境維持を図るため、街路灯の
維持管理の助成を行いました。

にぎわいのある商業地の再生と創造に向
け、商工会の育成・強化のもと、近代的・魅
力的な商業活動を促進します。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月13日

評価
（達成度）

42.8

（H29年）
　Ａ（75～99％）％

（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

件
65

70 　Ａ（75～99％）
（H29年）

（H  年）

制度融資利用件数

（H  年）

（H  年）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

○ 9 4 4 2 4

○ 9 4 4 3 4

５　今後の施策展開の方針

近代化・魅力的な
商業活動の促進

商工振興資金事
業

評価結果

今後の
方向性

全体
事業費
（千円）

人工

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

近代化・魅力的な
商業活動の促進

商工団体支援事
業 拡大・充実

0.250
商業振興資金事
業 拡大・充実41,725

0.05026,241
商工団体支援事
業

→
（現状維持）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

今後も商工会による中小企業、小規模事業者の経営改善や事業承継等の課
題に対するサポートが引き続き必要です。
信用保証料の補助は、中小企業や小規模事業者の資金調達時の負担軽減
の一助となっており、継続することが必要です。

投入資源の方向性成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など



施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

港湾地域における企業誘致数

単位

（H  年）

25

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　３　工業の振興

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

港湾地域への企業誘致が順調に進み、企
業を1社誘致することができました。

地域活力の向上と雇用の場の確保に向
け、既存企業の活性化を促進するととも
に、港湾地域及び背後地への企業誘致を
進めます。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月13日

評価
（達成度）

21

（H29年）
　Ａ（75～99％）企業

（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

％
11.4

10.0 　Ｓ（100％）
（H29年）

企業誘致、雇用の確保に関する市民の満足度 ％
12.9

10.0 　Ｓ（100％）
（H29年）

地元企業の支援に関する市民の満足度

（H  年）

（H  年）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

○ 9 4 4 4 4

５　今後の施策展開の方針

評価結果

今後の
方向性

全体
事業費
（千円）

人工

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

優良企業の誘致 企業誘致事業 拡大・充実0.100233,357企業誘致事業

→
（現状維持）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

今後も港湾地域は、名古屋港管理組合による貯木場埋立地の分譲が行われ
ることから、優良で魅力のある企業の誘致が見込まれます。
港湾地域以外においては、余剰地の分譲が完了した弥富トレーニングセン
ターへの企業誘致も期待されます。
今後は、企業に対する奨励金交付措置の継続・廃止に関する市の方針を財政
状況を勘案して決定する必要があります。

投入資源の方向性成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など



施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

観光入込客数（市内観光施設等の利用者数）

単位

（H  年）

650

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　４　観光・レクリエーションの振興

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

観光協会に対して補助金を交付し支援をお
こない、「やとみ春まつり」や「芝桜まつり」を
開催しました。
県内外の各種イベントにおいて弥富金魚や
特産物のＰＲをおこなった。

市の魅力の向上と交流人口の増加に向
け、地域性に即した体験・交流型の観光・レ
クリエーション機能の強化を進めます。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月13日

評価
（達成度）

629

（H29年）
　Ａ（75～99％）千人

（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

％
8.6

10.0 　Ａ（75～99％）
（H29年）

（H  年）

観光の振興に関する市民の満足度

（H  年）

（H  年）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

５　今後の施策展開の方針

評価結果

今後の
方向性

全体
事業費
（千円）

人工

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

該当事項なし

→
（現状維持）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

今後も観光協会と連携して各イベントの開催を継続します。
広域観光は、海部地域観光ネットワーク協議会、愛知県大型観光キャンペー
ン実施協議会に参画し充実を図ります。

投入資源の方向性成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など



施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

有効求人倍率（津島公共職業安定所管内）

単位

（H  年）

1.0

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　５　雇用対策・勤労者福祉の充実

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

雇用機会の確保と雇用の促進を図るため
企業誘致をおこないました。
上位機関であるハローワーク津島との共催
による「海部津島合同就職フェア」を実施し
ました。

就業者が健康で快適に働くことが出来る環
境づくりに向け、雇用機会の確保及び雇用
の促進、勤労者福祉の充実に努めます。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月13日

評価
（達成度）

1.5

（H29年）
　Ｓ（100％）倍

（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

％
12.9

10.0 　Ａ（75～99％）
（H29年）

（H  年）

企業誘致、雇用の確保に関する市民の満足度（再掲）

（H  年）

（H  年）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

５　今後の施策展開の方針

評価結果

今後の
方向性

全体
事業費
（千円）

人工

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

該当事項なし

→
（現状維持）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

今後も雇用機会の確保と雇用の促進を図るため、ハローワーク津島との連携
や港湾地区を中心とした企業誘致を推進します。

投入資源の方向性成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など



施策項目

１　施策項目別の評価結果

２　施策概要

３　成果の状況

平成３０年度施策評価シート（平成２９年度実施施策）

最新値成果指標名
（基本計画掲載分）

該当事項なし

単位

（H  年）

総
合
計
画

政策目標 　５　豊かで活力に満ちたやとみ

　６　消費者対策の充実

達成度 ②：まあまあ達成できている（60％以上）

目的と
方針

得られた
成果

平成29年4月より津島市を中心とした海部
津島地域7市町村の運営による、海部地域
消費生活センターを開設しました。
週1回の巡回による相談窓口の開設や啓発
により、消費者対策の充実を図ることがで
きました。

市民の消費生活の安定と向上に向け、近
年の環境変化に即した消費者対策を推進
します。

担当部長名

シート作成日

開発部長　安井耕史

平成31年2月15日

評価
（達成度）

（H  年）

（時点）

目標値
（Ｈ３０年）

（H  年）

（H  年）

（H  年）

（H  年）



４　施策の実施手段となる事務事業の分析結果

必
要
性

有
効
性

達
成
度

効
率
性

５　今後の施策展開の方針

評価結果

今後の
方向性

全体
事業費
（千円）

人工

公
的
関
与

主要施策名
（総合計画）

事務事業名 細事務事業名

実
施
計
画
の
有
無

該当事項なし

→
（現状維持）

→
（現状維持）

→
（現状維持）

今後は、消費生活の多様化が進む中で、消費者の安全と安心を確保するた
め、海部地域消費生活センターの更なる広報・周知を行うことや啓発活動によ
る消費者教育や消費生活相談体制を充実させるよう努めます。

投入資源の方向性成果の
方向性 事業費 人員

今後の施策展開の方針・改善内容など


